
現 金 主 義 会 計 は 、貨 幣 の 流 れ に 着 目 す る 会 計 方 式 で あ

り 、当 期 の 現 金 収 入 額 を 収 益 、現 金 支 出 額 を 費 用 と 考 え

る。 一 方 、 発 生 主 義 会 計 は 、損 益 発 生 の 事 実 に 着 目 し 、

財・ 用 役 の 流 れ を 重 視 す る 会 計 方 式 で あ り、 現 金 の 収 支

に か か わ ら ず 、財 ・ 用 役 の 価 値 が 増 大 す れ ば 収 益 が 、減

少 す れ ば 費 用 が 発 生 し た と 考 え る。

実現主義の原則

実 現 主 義 の 原 則 は、 収 益 に つ い て、 収 入 の 有 無 に か か わ

り な く 、そ れ が 実 現 し た と 認 め ら れ る 時 点 に 計 上 す る こ

と を 要 請 す る 計 算 原 則 で あ る。 こ の 場 合 の 「 実 現 」 と は

、① 得 意 先 へ の 財 ・ 用 役 の 提 供（ 給 付 ） 、 ② そ の 対 価 と

し て の 貨 幣 資 産（ 貨 幣 ・ 売 上 債 権 ） の 流 入 と い う 二 つ の

条 件 が 満 た さ れ た と き 、と 一 般 に 説 明 さ れ て い る。

費用収益対応の原則

費 用 収 益 対 応 の 原 則 は、 当 期 に 計 上 さ れ た 実 現 収 益 に 対

し て 、そ れ を 得 る た め に 要 し た 発 生 費 用 を 対 応 さ せ て 純

利 益 を 計 算 す る こ と を 要 請 す る計 算 原 則 で あ る 。 し た が

っ て、 こ の 原 則 の 下 で は 、 当 期 の 発 生 費 用 は 、 当 期 の 実

現 収 益 に 対 応 さ せ る べ き 部 分 と、「 資 産 」 と し て 繰 り 越

す べ き 部 分 と に 再 分 割 さ れ る こ と に な る。
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1 0 0 0 0 0 0

1 0 9 0 0 0

1 3 5 0 0 0

3 4 0 0 0 0

4 3 0 0 0

1 3 5 0 0 0

※12月31日決算のため、Ｂ工事は対象外。

※Ａ工事の×7年度末実際工事原価累計額が
　見積総工事原価を超えているため、
　完工高の累計額は、請負価額である
　750,000千円で打ち止めとなる。
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